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１ 計画策定の趣旨 

 

  近年、少子・高齢化の進展、地域の支え合いの力の低下、社会保障制度の改革など社会を

取りまく環境は大きく変動しつつあり、複雑・多様・重複化した課題に的確に対応できる地

域づくりが求められています。 

 

  こうした中、国は、改革のコンセプトとして「地域共生社会」の実現を掲げ、「ニッポン

一億総活躍プラン」や『「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）』に基づいて

改革を進めており、その実現に向けた工程の中で、平成 29 年 6 月に社会福祉法が改正され

たところです。 

 

福祉の分野においては、施設を中心とした福祉から、地域を中心に個人の自立した生活を

総合的に支援する福祉への転換が図られる中で、すべての人が、助け合いながら、その人ら

しく、自立し、安全・安心に暮らせる地域づくりを進めていくことが必要です。 

 

  そのためには、住民に最も身近な行政機関である市町村及び住民、ボランティア・ＮＰＯ

の関係者や団体、事業者などの地域を構成する様々な主体が、それぞれの枠組みに閉じこも

ることなく、「協働」し、分野横断的な連携体制の整備を推進していく必要があります。 

   

社会福祉法では、こうした地域づくりを計画的、総合的に進めるため、市町村に対して「市

町村地域福祉計画」の策定を求めるとともに、都道府県に対し市町村の地域福祉を支援する

ため「都道府県地域福祉支援計画」の策定を求めています。 

すべての県民が明るく笑顔で暮らせる「生き活き岡山」を実現する上でも、こうした計画

の策定による地域福祉の推進は重要な要素となっています。 

 

このため、県では、平成 15 年 3 月に「岡山県地域福祉支援計画」を策定し、地域福祉の推

進を図ってきましたが、地域福祉を取りまく状況の変化や社会福祉法の一部改正を反映させ

た「岡山県地域福祉支援計画」の改訂を行いました。 
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２ 計画の性格・位置付け 

 

この計画は、社会福祉法第 108 条の規定により、県内各市町村に通じる広域的な見地から、

市町村の地域福祉の支援に関する事項を定める「都道府県地域福祉支援計画」として策定す

るものです。 

 

また、新晴れの国おかやま生き活きプラン、岡山県高齢者保健福祉計画・介護保険事業支

援計画、医療介護総合確保促進法に基づく岡山県計画、岡山県障害者計画、岡山県障害福祉

計画・岡山県障害児福祉計画、岡山いきいき子どもプラン 2020、第 2 次健康おかやま 21、岡

山県保健医療計画等の関連計画と連携を図りながら、高齢者、障害者、児童等の福祉の各分

野における共通的な事項を横断的に記載する、いわば福祉分野の「上位計画」として位置付

けられているものです。 

 

計画の始期は、令和 2 年度からとします。 

なお、関連制度の改訂や市町村での地域福祉計画の策定状況、進捗状況等を勘案しながら、

5 年を目安に、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域福祉の推進の理念を規定 

     地域共生社会の実現に向けて、地域福祉の推進の理念として、支援を必要とする

住民及び世帯が抱える多様で複合的な地域生活課題について、住民や福祉関係者に

よる①把握及び②関係機関との連携等による解決が図られることを目指す旨を明

記。 

（２）（１）の理念を実現するため、市町村が以下の包括的な支援体制づくりに努める旨

を規定 

   ○地域住民の地域福祉活動への参加を促進するための環境整備 

   ○住民に身近な圏域において、分野を超えて地域生活課題について総合的に相談に

応じ、関係機関と連絡調整等を行う体制 

   ○主に市町村圏域において、生活困窮者自立相談支援機関等の関係機関が協働し

て、複合化した地域生活課題を解決するための体制 

（３）地域福祉（支援）計画の充実 

   〇地域福祉（支援）計画策定の努力義務化 

   〇高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉の各分野における共通的

な事項等を記載事項として追加 

社会福祉法の一部改正（平成 30年 4月 1日施行）のポイント 
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市町村社会福祉協議会 

新晴れの国おかやま生き活きプラン 

岡山県地域福祉支援計画 

（社会福祉法第108条） 
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連携 

 

地域全体で、すべての人の『自立』と『支え合い』、 
『安全・安心』をつくり出す地域共生社会の実現 

 

すべての県民が明るく笑顔で暮らす 
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小地域福祉活動計画 

岡山県地域福祉支援計画の位置付けの図 
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【人口減少・少子高齢化の進展、地域の支え合いの力の低下】 

 

我が国の高齢化は世界に例を見ない速度で進行し、世界のどの国もこれまで経験したこと

のない高齢社会を迎えるとともに、人口の継続的な減少が続く人口減少社会に突入していま

す。 

  本県も同様の傾向にあり、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口」

（平成 30 年推計）によると、2015 年に 1,922 千人であった県内人口は、2045 年には 1,620 千

人程度まで減少すると予測されています。65 歳以上の高齢者人口は、増加傾向にあり、2045

年には 583 千人となり、総人口の 36%に達すると見込まれています。 

  一方、社会経済構造の変化は、都市部への人口流出、非正規等の雇用環境の変化等をもた

らし、あらゆる世代における貧困、格差等だけでなく、既存の制度だけでは対応が難しい「社

会的孤立」など、「制度の狭間」としての問題、縦割りの制度では対応が困難な「複合的問

題」を顕在化させてきています。また、価値観の複雑・多様化等を背景に、核家族化、共働

き家庭及びひとり親家庭の増加等、家族形態の多様化が進み、家族意識に対する変化も求め

られています。同時に、地域の支え合いの力も、ライフスタイルの変化、地域活動の担い手

不足などを背景に、低下せざるを得ない状況が生じています。 

特に、中山間地域では、過疎化や高齢化が進行した結果、集落の自治などの社会的共同生

活そのものが維持できなくなる小規模高齢化集落が増えてきており、地域そのものの持続可

能性が大きな課題として表出してきています。 

 このような状況の変化の中にあって、それぞれの家庭や地域で、誰もがその人らしく安全・

安心に暮らせるようにするためには、人と人との絆の回復や地域社会の持つ支え合いの力を

再構築する視点だけでは不十分であり、これからの時代に適した新たなつながりのあり方を

創造し、つくり上げていく取組を活性化させることを前提に、地域共生社会の実現を目指す

ことが求められています。 
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（出典：岡山県保健福祉部長寿社会課資料） 
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【ボランティア・ＮＰＯ活動の多様化】 

 

東日本大震災や平成 30 年 7 月豪雨など近年多発する大規模災害の経験を踏まえ、ボラン

ティア・ＮＰＯが行う地域での福祉活動に対して社会的な認識が高まっています。 

また、高齢者、障害のある人等のこれまでサービスの受け手として考えられていた人たち

が、ボランティア・ＮＰＯ活動に主体的に取り組む姿が見られ、社会貢献を通じた社会参加、

さらには、新たな働く場として位置付けていこうとする意識も高まってきています。 

こうした住民の社会参加の動きの中核として、今後一層大きな役割を担うことが期待され

るボランティア団体やＮＰＯ、社会福祉協議会等の民間団体と行政が、緊密なパートナーシ

ップのもと地域福祉を推進していくことが求められています。 

 

【社会保障制度の改革】 

 

介護保険制度は、平成 18 年に大幅な改正が行われ、予防重視型システムへの転換、地域を

中心とした新たなサービス体系としての地域密着型サービスの導入、地域包括支援センター

の創設等、地域包括ケアシステムの実現に向けてその一歩を踏み出し、平成 24 年に行われた

「介護保険法」の改正と介護報酬改定によって、更にその中身の充実が図られています。 

一方、保健・医療の分野でも、医療から介護への円滑な移行促進が図られるよう、在宅医

療・介護の充実やケアマネジメント機能の強化による地域包括ケアシステムの構築等を柱と

した医療制度改革が進められています。 

また、介護保険制度が定着し、サービス利用の大幅な伸びに伴い、介護費用が急速に増大

している状況等を踏まえ、平成 29 年 5 月に「地域包括ケアシステムの強化のための介護保

険法等の一部を改正する法律」が成立しました。この法律は、地域包括ケアシステムの深化・

推進と介護保険制度の持続可能性の確保を柱としています。 

 

障害者福祉サービスについては、平成 24 年 6 月に、地域社会における共生の実現に向け

て、障害福祉サービスの充実等障害のある人の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

め、「障害者自立支援法」にかわり「障害者総合支援法」が制定されました。制度の谷間の

ない支援を提供する観点から、障害者の定義に新たに難病等を追加し、障害者手帳の所持の

有無に関わらず、難病患者も障害福祉サービスの対象としました。 

  発達障害については、平成 16 年 12 月制定の「発達障害者支援法」について、近年の共生

社会の実現に向けた新たな取組等を踏まえ、発達障害児者の支援をより一層充実させるた

め、平成 28 年に一部改正され、同年 8 月に施行されました。 

 

子どもと子育てを応援する社会の実現に向けては、平成 24 年 3 月の少子化社会対策会議

において、「子ども・子育て新システムに関する基本制度」、「子ども・子育て新システム

法案骨子」が定められ、これに基づき、平成 24 年 8 月、「子ども・子育て支援法」等が成立

し、平成 27 年 4 月から施行され、認定こども園の改善や地域の子ども・子育て支援が総合的
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に推進されています。 

 

このように分野ごとの制度の内容が変化する中で、個別制度の適用要件に該当しない「制

度の狭間の問題」や「８０５０問題」など課題が複合化しているケースが表面化している状

況に対処するため、厚生労働省は、改革の基本コンセプトとして「地域共生社会」の実現を

掲げ、平成 28 年 6 月に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」の中で示しました。 

 

さらに、平成 28 年 7 月に「『我が事・丸ごと』地域共生社会実現本部」を設置して、「地

域共生社会」の具体化に向けた改革を進めていく中で、平成 29 年 5 月に成立した「地域包括

ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」によって改正された社会

福祉法では、地域福祉の推進の理念として、支援を必要とする住民及び世帯が抱える多様で

複合的な地域生活課題について、住民や福祉関係者による把握及び関係機関との連携等に

よる解決が図られることを目指す旨が明記されました。また、この理念を実現するために、

市町村が包括的な支援体制づくりに努める旨が明記されるとともに、地域福祉（支援）計画

は、各福祉分野が共通して取り組むべき事項を記載する、いわば福祉分野の「上位計画」と

して位置付けられました。 
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１ 計画の基本理念 

  

地域には、一人暮らしの高齢者や障害のある人、子育て中の方など、何らかの支えを必要

としている人が少なくありません。そのような支えを必要としている人やその家族も含め、

すべての人が、人としての尊厳と個性を尊重されながら、家庭や地域の中で、自立し、支え

合いながら、役割を持ち、安全・安心に暮らせる地域社会の実現が求められています。 

 

  このため、この計画では、「地域全体で、すべての人の『自立』と『支え合い』、『安全・

安心』をつくり出す地域共生社会の実現」を基本理念として推進します。 

 

２ 計画の重点課題 

 

基本理念を実現するためには、住民自らの自立に向けた努力を基本とした上で、地域にお

いて、住民一人ひとりが、お互いに心を通わせながら、思いやりの心を持って、支え合い助

け合えるような役割が持てる地域づくりを展開(＝地域福祉の推進)するとともに、公的なサ

ービスがよりきめ細かく、利用者の視点に立って適切に提供される必要があります。 

  さらに、市町村地域福祉計画は、住民の参加のもとに策定されるものであり、その策定過

程を含め、地域共生社会の実現に重要な役割を担っています。 

そのため、次の３点を重点課題として取り組みます。 

 

・共に支え合う地域づくりの推進 

 

 

 

・利用者本位の福祉サービスの提供体制の整備 

 

 

 

 

 ・市町村地域福祉計画の策定の支援・推進 

 

 

 

 

 住民やボランティア・ＮＰＯ等の民間団体との協働による、地域での支え合い、助け

合いやネットワークづくりなどの地域づくり活動を推進していく取組を支援します。 

 福祉サービスは、人々が尊厳を保ち、役割を持って、安全・安心に暮らせる地域づく

りを支えていく上で不可欠のものであり、家庭や身近な地域の中で利用者の立場に立

った適切なサービスが受けられるよう、その提供体制の整備を支援します。 

 地域福祉の推進に関する事項を定める市町村地域福祉計画がすべての市町村で策定

されるよう、支援・推進します。 
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３ 行政・住民・民間団体の役割 

 

(1) 行政の役割 

 

行政は、住民やボランティア・ＮＰＯ、社会福祉協議会、福祉関連事業者等の民間団体の

地域福祉活動が活発に行われるよう普及・啓発や情報提供、人的又は物的な支援などの環境

整備を行っていく必要があります。 

  また、公的な福祉サービスが、必要とするすべての人に行きわたり、適切に利用されるよ

う、住民や民間団体と協働しながら、福祉ニーズを把握し、それに応じたサービスが提供さ

れる体制の整備を行っていく役割があります。 

  一方、地域における多様な支援ニーズに的確に対応していくためには、公的支援が個人の

抱える個別課題に対応するだけでなく、個人や世帯が抱える様々な課題に包括的に対応して

いくこと、また、地域の実情に応じて高齢・障害・児童といった分野をまたがって総合的に

支援を提供しやすくすることが必要になっています。 

 

 （市町村の役割） 

  住民に最も身近な行政主体である市町村は、地域の課題を把握し、住民による地域福祉活

動促進のための環境整備や、利用者の立場に立った福祉サービス提供体制の整備等を行うと

ともに、分野を超えた総合的な相談に応じ、公的な福祉サービスと住民・民間団体の自発的

な福祉活動を結びつけ、調整するなどの中心的な存在として、市町村地域福祉計画を策定し、

市町村社会福祉協議会の地域福祉活動計画と連携を図り、個性豊かな地域を創造していく役

割が期待されます。 

 

 （県の役割） 

  県は、市町村だけでは対応できない広域的又は専門的な福祉ニーズに対応するとともに、

市町村の創意と独自性を尊重しながら、包括的な支援体制づくりなどの地域福祉施策を支援

していく役割を果たします。また、市町村と住民・民間団体との連携が進むような環境づく

りも進めていきます。 

 

(2) 住民・民間団体の役割 

 

地域福祉を推進する上では、住民・民間団体の主体的な参加が不可欠であり、お互いがパ

ートナーシップの関係を保ちつつ、相互の長所を生かしながら協働していくことが大切です。 

また、今般の社会福祉法改正において、「地域福祉推進の理念」として、支援を必要とす

る住民及び世帯が抱える多様で複合的な地域生活課題について、住民や福祉関係者による把

握及び関係機関との連携等による解決が図られることを目指すことが規定されるなど、これ

まで行政サービスの受け手であった住民・民間団体が自発的に公共サービスの担い手として

参画し、複雑・多様・重複化する住民ニーズにきめ細かく対応する「新しい公共」の活動が
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広がってきています。 

このような動きも踏まえ、さまざまな主体が目標を共有し、ともに力を合わせて地域づく

りを行う協働を一層進めていき、コミュニティの絆を強化しながら、活力ある地域づくりを

行っていく必要があります。 

 

 （住民、自治会等） 

  住民や自治会等は、地域共生社会の実現のため、自らが積極的、主体的な社会参加意識を

もって、行政へ提言をしたり、共に支え合う地域づくり活動やボランティア・ＮＰＯ活動に

参加していく役割が期待されます。特に、自治会活動は、ライフスタイルの変化やその加入

率の低下などから今後より課題が大きくなることが考えられ、持続可能な地域活動への検討

を始めていくことが必要です。 

 

 （ボランティア・ＮＰＯ等） 

  ボランティア・ＮＰＯ等は、住民と一体となって、持続可能な地域づくりを一層活性化し、

盛り上げていく役割が期待されます。また、地域の課題を社会福祉協議会等と協働しながら、

積極的に行政等へ解決への提言を図ることも期待されます。 

 

 （社会福祉法人） 

  社会福祉法人は、地域における福祉サービスの実施主体として、利用者の立場に立ったサ

ービスを提供するとともに、平成 28 年の社会福祉法改正において、「地域における公益的な

取組」の実施に関する責務が規定されるなど、地域社会への貢献が明確に求められています。

岡山県内では、各施設種別協議会等の連携により岡山県地域公益活動推進センターを立ちあ

げ、市町村域における社会福祉法人等のネットワークによる地域公益活動の推進や組織化支

援等、「オール岡山」で社会福祉法人の地域公益活動を展開しています。  

 

（社会福祉協議会） 

 社会福祉協議会は、社会福祉法に、地域福祉の推進を目的とする民間の福祉組織として位

置付けられています。民間組織としての“自主性”と行政との連携・協働のもと活動する“公

共性”の二つの特徴を併せ持ち、多様な主体との相互協力・合意形成に努め、住民主体を旨

とする地域福祉を推進しています。 

市町村社会福祉協議会は、地域の多様な社会資源とのネットワークのもと、多くの方々と

の協働を通じて、地域の特性を踏まえ創意工夫をこらした独自の事業に取り組む役割が求め

られます。 

また、県社会福祉協議会は広域的見地から、市町村社会福祉協議会や福祉関係者と連携を

図りながら、社会福祉事業の実施、住民等への社会福祉活動に関する啓発や参加の促進をは

じめ、福祉人材の養成・確保や権利擁護の推進など、県域における地域福祉を総合的に推進

する役割が求められます。 
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（共同募金会） 

共同募金会（市町村共同募金委員会を含む）は、社会福祉協議会とともに地域福祉を推進

することを目的とする団体であり、児童・障害者等福祉施設の整備助成や多様で複合的な地

域課題の解決に取り組む社会福祉協議会、ボランティア・ＮＰＯ等の民間団体及び地域住民

の自主的・主体的な地域福祉活動に助成を行っています。「寄付」を通して住民相互の助け

あいの気持ちを育み、地域のつながりづくりに資する役割（「寄付文化の醸成」）が期待さ

れています。 

また、災害発生時には、被災地域の災害ボランティアセンターの設置運営費にも活用され 

ます。 

 

 （企業等） 

  企業等は、地域の一員として、福祉の視点に立って、障害者差別解消法が定める「合理的

配慮」に努めることはもちろんのこと、困難な状況に置かれている人々の雇用の場の提供や

開発、社員の社会貢献活動を積極的に推進するとともに、高齢者や障害のある人にも使いや

すく安全な商品の開発・提供などへの取組が期待されます。 
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行政・住民・民間団体の役割 

行 政 

県 

広域的・専門的な福祉ニーズに対応、 

市町村における包括的な支援体制づく

りなどの地域福祉施策の支援 

市町村 

住民による地域福祉活動促進のための

環境整備、分野を超えた総合的な相談

支援、福祉サービス提供体制の整備等 

住民・ 

民間団体 

〔地域福祉活動への主体的な参加〕 

 

 

・住民 

・自治会 

・ボランティア 

・ＮＰＯ 

・民生委員等 

企業 等 

地域福祉を推進する上では、行政と地域住民、

民間団体とがパートナーシップの関係を保ち

つつ協働して取り組むことが欠かせません。 

・社会福祉法人 

・社会福祉協議会 

・共同募金会 

新 

し 

い 

公 

共 
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施策体系 

 

      ・共に支え合う地域づくりの推進 

      ・利用者本位の福祉サービスの提供体制の整備 

      ・市町村地域福祉計画の策定の支援・推進 

共に支え合う地域づくりの推進 利用者本位の福祉サービスの提供体制の整備 

市町村地域福祉計画の策定の支援・推進  

１ 地域福祉計画の必要性 

２ 盛り込むべき事項 

３ 策定のポイント 

         （１）住民の参画 

         （２）地域のとらえ方 

         （３）目標設定と評価の仕組み 

４ 策定の支援 

すべての県民が明るく笑顔で暮らす 

「生き活き岡山」の実現 

 

施策の方向 

（１）支え合いの精神の醸成 

（２）住民参加の地域福祉活動の推進 

（３）ボランティア・ＮＰＯ等の民間団体の活動の

支援 

（４）民生委員・（主任）児童委員活動の充実 

（５）社会福祉協議会への支援 

（６）総合的・分野横断的な支援の展開 

 

施策の方向 

（１）福祉サービスの基盤の整備 

（２）総合的な福祉サービスの相談・提供体制の

整備 

（３）福祉サービス情報の提供 

（４）福祉サービスの質の確保 

（５）福祉サービスの利用援助 

（６）バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進 

県‥‥‥‥‥広域的又は専門的な福祉ニーズに対応。市町村の包括的支援体制づくり等を支援。 

市町村‥‥‥住民による地域福祉活動の促進のための環境整備や、利用者の立場に立った福祉サ    

      ―ビス提供体制の整備等。 

住民・民間団体‥‥地域福祉活動への主体的な参加。 
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１ 共に支え合う地域づくりの推進 

 

  住民やボランティア・ＮＰＯ等をはじめとする地域福祉推進の担い手が行政と連携・協働

しながら、地域での支え合い、助け合いやネットワークづくりなどの地域づくり活動を推進

していく取組を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 支え合いの精神の醸成 

 

年齢、性別、障害の有無などに関係なく、すべての人が「支える人」、「支えられる人」

であり、地域に暮らす一人ひとりをかけがえのない存在として、お互いの人権や個性を尊重

しあうという意識を育てていくとともに、ノーマライゼーションの理念を更に浸透させてい

く必要があります。 

また、「福祉は行政が行うもの」という意識から抜け出て、地域の構成員全体がパートナ

ーシップの考えを持ち、自らの問題として福祉への理解と関心を高め、地域の課題に自発的

に取り組む「共に支え合う」精神を育んでいくことが大切です。 

 

 

■ 普及・啓発 

住民の各層に多様な福祉体験やイベントを通じた学習の機会を提供するとともに、広報・

啓発を行う等により広く福祉の心の醸成を図ります。  

  

 

・住民 

・自治会・町内会、老人クラブ、地縁型組織等 

・一般企業、商店街等 

・民生委員・（主任）児童委員、福祉委員、愛育委員、栄養委員等 

・地区社会福祉協議会 

・身体障害者相談員、知的障害者相談員等 

・ボランティア、ボランティア団体、当事者団体 

・ＮＰＯ、住民参加型在宅サービス団体等 

・学校関係者、ＰＴＡ 

・農業協同組合、消費生活協同組合等 

・社会福祉法人 

・社会福祉従事者（民間事業者を含む） 

・福祉関連民間事業者 

・一般企業・商店街等 

・その他の団体等 

地
域
福
祉
推
進
の
担
い
手 
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■ 学校教育での推進 

学校教育においては、地域における交流や、学校・家庭・地域における体験活動等によ

り、子どもたちの豊かな福祉の心を育み、福祉活動やボランティア活動に自ら進んで取り

組もうとする態度を身に付ける教育活動を推進します。  

     

■ 多様な交流の推進 

子どもから高齢者までの各世代間の交流、障害のある人ない人、同じ課題を抱える人同

士などの交流を活発化し、相互の理解を深めます。また、地域に開かれた福祉施設づくり

を支援し、住民やボランティア等との交流を進めます。 

                    

                                 

(2) 住民参加の地域福祉活動の推進 

 

一人ひとりの住民が、どうすれば住みやすい地域になるかなどの問題について、自らの問

題として、考え、語り合い、協力し、多様な課題に地域全体で取り組んでいく活動を盛んに

していく必要があります。 

こうした地域活動を進めていく上では、核となるリーダーやキーパーソンが大きな役割を

果たします。 

そうした人材を育成するとともに、若年層や団塊の世代なども含めた幅広い年齢層の人々

や様々な団体等が、広く地域福祉活動に参加することができる環境をつくる必要があります。 

 

  

■ 住民参加の地域福祉活動の支援 

住民や町内会、自治会等による地域に根ざした主体的な交流活動や、幅広い地域資源の

協力も得た支え合い、助け合い、見守りのためのネットワークづくりなどの地域福祉活動

を支援します。               

 

■ 地域福祉活動を支えるリーダーの育成 

地域において福祉活動を支えるキーパーソンを掘り起こし、地域活動のリーダーとして

活動できる人材の育成を図ります。            

 

■ 高齢者の力の活用 

今後の地域福祉活動を推進していく上では、高齢者の力を地域活動等に向けていくこと

も重要な視点です。 

これらの方々の経験や能力が地域福祉に生かせるよう、地域活動の事業化も含め、活動

の基盤づくりを進めていきます。              
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(3) ボランティア・ＮＰＯ等の民間団体の活動の支援 

 

地域において福祉の充実を図っていくためには、住民のニーズを捉え、多様なサービスや

地域づくり活動などを展開しているボランティア・ＮＰＯの活動を促進するとともに、「新

しい公共」の担い手として育成していく必要があります。 

また、地域課題の解決を目指し、住民やＮＰＯ等が主体となって、継続的な活動を行って

いくため、ビジネスの手法を用いて取り組むコミュニティ・ビジネスも今後の地域福祉の推

進に向けて重要な役割を担うことが期待されることから、住民と連携して、こうした新たな

取組を支援していく必要があります。 

さらに、企業等は、障害者差別解消法が定める「合理的配慮」に努めると同時に、地域の

一員として、福祉の視点に立って、雇用の場の提供や社会貢献活動を行うことが望まれます。 

 

（ボランティア活動） 

多くの住民がボランティア活動への参加を希望していますが、現実には、時間的余裕がな

い、情報がない、身近に適当な活動組織・団体がないことなどが参加に対する妨げとなって

います。 

一方で、近年多発する大規模災害で活動する災害支援ボランティアは増加傾向にあり、ボ

ランティア活動に対する社会的認識の高まりもみられる中、ボランティアについて、気軽に

相談できる窓口の整備、ボランティア情報の収集・提供のシステムづくり、ボランティア・

コーディネーターの育成、リーダー人材の育成、ボランティア受入れ側の体制整備やボラン

ティア活動の場を増やしていくことなど、参加したいという意欲を、地域のニーズに即した

実際の活動に結びつける仕組みや体制を整備していく必要があります。 

 

（ＮＰＯの活動） 

ＮＰＯは、組織として社会貢献活動を行うもので、個人で行うボランティアに比べ、継続

した活動、専門的な活動などが行いやすくなります。 

個性ある地域づくりや多様な福祉サービスの提供を進める上で、行政や住民とのパートナ

ーシップの関係のもと、新しい担い手として自発的、主体的に取り組まれるＮＰＯの柔軟で

きめ細かい活動への期待は、大きくなっています。 

一方、会員やスタッフ、活動資金や運営ノウハウ、活動の拠点など活動基盤が脆弱である

場合も多いことから、その活動の促進のための環境づくりを一層進めていく必要があります。 

 

（愛育委員、栄養委員等の活動） 

岡山県では、全国的にも知られた乳幼児から高齢者までの健康づくりと子育てを支援する

ボランティアである愛育委員や食生活を中心に住民の健康づくりを支援するボランティアで

ある栄養委員が、各地域で活発に組織的な活動を行っており、その輪がさらに広がっていく

ことが期待されます。 

また、地域全体で子育てを支援していくため、親子及び世代間の交流促進や児童養育を支
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援する母親クラブの地域活動の重要性も高まっています。 

 

 

■ 住民が参加しやすい環境づくり 

普及・啓発やボランティア体験、講座、福祉教育等により、住民のボランティア・ＮＰ

Ｏ活動についての理解を促進し、働きながらも活動に参加しやすい環境づくりを進め、ボ

ランティア・ＮＰＯ人口の裾野の拡大を図ります。 

また、住民のボランティア・ＮＰＯ活動への参加意欲を実際の活動に結びつけるため、

相談窓口の充実、ボランティア・ＮＰＯ情報の収集・提供、企業への啓発、ボランティア

コーディネート機能の充実等の取組を進めるとともに、ボランティア・ＮＰＯによる活動

の場の拡大を図ります。  

 

■ 活動促進のための環境づくり 

幅広い年齢層の多くの住民が活動に参加でき、地域づくりや福祉サービス、さらには「新

しい公共」の担い手として大きな力となるよう、ボランティア・ＮＰＯの自立性・自発性

に留意しながら、活動の促進のための環境づくりに取り組みます。  

                  

■ 活動拠点の機能の充実 

ボランティア・ＮＰＯと住民、民間団体、行政等が協働して地域福祉を推進することの

できる総合拠点としての「岡山県総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館（愛称：きらめき

プラザ）」や「岡山県ボランティア・ＮＰＯ活動支援センター（愛称：ゆうあいセンター）」

について、県内各市町村や社会福祉協議会が整備しているボランティア・市民活動の拠点

施設や福祉センター等との連携を図り、活動拠点としての機能の充実を図ります。 

 

■ 愛育委員・栄養委員等の活動の支援 

地域に根ざしたボランティア団体である愛育委員や栄養委員、母親クラブを育成・支援

します。                        

 

■ ソーシャルビジネス・コミュニティビジネスの支援 

地域課題を解決するためには、住民や共通の問題意識を共有する様々な組織（ＮＰＯや

株式会社等）が主体となって、ビジネスの手法を用いて取り組むソーシャルビジネス・コ

ミュニティビジネスを積極的に活用することも有効です。 

こうしたビジネスは、地域の活性化や雇用創出、多様な社会参加に資することも期待さ

れており、継続的な地域福祉活動の実施主体として、その起業や安定的経営を支援します。 

                     

■ 協働による福祉の推進 

ボランティア・ＮＰＯ等の民間団体からの政策提言や、問題提起について定期的な場を

設け、十分耳を傾けるとともに、タイムリーな情報提供等により、ボランティア・ＮＰＯ
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等の民間団体との協働・連携を推進します。 

また、地域において、企業や事業所等が果たすべき役割は大きく、高齢者や障害者等の

雇用・就業機会の創出に努めたり、子育てや介護等の家庭生活と両立できる雇用環境を整

備することなどが期待されています。そのため、企業等の有する人材や施設等を地域福祉

に活用するなど、地域貢献活動に積極的に取り組んでもらえるよう民間企業等との連携を

深めていきます。 

                      

(4) 民生委員・（主任）児童委員活動の充実 

 

民生委員・（主任）児童委員は、厚生労働大臣の委嘱を受けて、地域において、住民の立

場に立って相談に応じたり必要な援助活動を行っています。 

社会環境の変化に伴い、民生委員・（主任）児童委員だけでは対応しきれないケースも増

えており、日頃から関係機関等との連携を図ることが必要になっています。 

また、個別のケースに対応する役割とともに、地域福祉の推進のリーダー的存在として幅

広く地域福祉活動を進めていく役割も期待されています。 

引き続き、民生委員・（主任）児童委員の活動に対する県民への周知・理解を図りながら、

委員が活動しやすい環境整備に努めていきます。  

 

  ＜参考：岡山県の民生委員・（主任）児童委員数（令和元年 12 月 1 日現在の定数）＞ 

３，８５８人 ５３０人 ４，３８８人 

 

 

■ 民生委員・（主任）児童委員活動の充実 

民生委員・（主任）児童委員を対象とした研修について、より実際の活動に即した内容

にするなど充実を図ります。 

また、民生委員・（主任）児童委員と市町村、県民局（保健所）、児童相談所をはじめ、

福祉施設、地域包括支援センター、社会福祉協議会、福祉委員、愛育委員、栄養委員、町

内会・自治会など関係機関・団体とのネットワークの強化を促進します。 

 

(5) 社会福祉協議会への支援 

 

社会福祉協議会は、誰もが家庭や身近な地域で安心していきいきと豊かに暮らせる地域づ

くりに向けた推進・調整の中核的な役割を担っており、その役割は今後一層期待されている

ことから、多様な主体との連携のもと組織や活動を充実・強化していく必要があります。 
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■ 社会福祉協議会への支援 

市町村社会福祉協議会が、多様な主体をコーディネートし、連携・協働して、小地域に

おける住民主体による福祉活動の推進・支援や総合相談・生活支援体制の整備に取り組め

るよう支援します。 

また、多様な関係機関・団体等と連携・協働のもと、地域福祉の基盤整備に取り組み、

市町村社会福祉協議会をはじめ、関係機関・団体の活動支援に取り組む岡山県社会福祉協

議会の広域的な活動を支援します。 

   

(6) 総合的・分野横断的な支援の展開 

   

  地域においては、様々な分野の課題が絡み合って複雑・多様・重複化しており、個人や世

帯単位で複数の課題を抱え、複合的な支援を必要とするといった状況が見られるなど、既存

の「縦割り」で整備された公的支援制度の下では、対応が困難なケースが浮き彫りとなって

います。また、地域や家族などのつながりの弱まりを背景に、「社会的孤立」、公的支援制

度の受給要件を満たさない「制度の狭間」の課題などが表面化しています。 

  これら地域における多様な支援ニーズに的確に対応していくためには、公的支援が個人や

家庭が抱える様々な課題に対し、包括的に対応していくことや分野をまたがって総合的に対

応していく必要があります。 

 

  

■ 共生型サービスの推進 

高齢者と障害者（児）等が同一の施設・事業所でサービスを受けやすくするため、介護

保険と障害福祉両方の制度に平成 30 年 4 月から共生型サービスが創設されたことから、

制度の周知を図り、ニーズに応じたサービスの提供につなげます。また、介護保険、障害

福祉、児童福祉等のサービスを組み合わせて提供する際のメリットや課題を整理し、情

報提供や普及啓発を図ることにより、共生型サービスを推進します。                     

                      

■ 医療的ケア児等に対する支援体制の充実  

医療的ケア児等が適切な支援を受けられるよう、県、各圏域等において、保健、医療、 

障害福祉、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設置するとともに、各圏 

域において、保健、医療、障害福祉などの関連分野の支援を調整するコーディネーター 

の配置を進めるなど、総合的な支援体制を整備します。  

 

■ 制度の狭間の問題を抱える住民への支援  

地域においては、ひきこもりなど「社会的孤立」の問題や、制度が対象としないよう 

な身近な生活課題（例：電球の取り替え、ごみ出し、買い物や通院のための移動）への 

支援の必要性の高まりといった課題が顕在化しています。また、軽度の認知症や精神障 
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害が疑われ様々な問題を抱えているが公的支援制度の受給要件を満たさない「制度の狭 

間」の問題も存在します。こうした問題に対応していくためには、従来までのつながり 

や支え合いの再構築のみならず、現代のライフスタイルにも合った地域における新たなつ 

ながりの仕組みを活性化していくことが必要です。 

           

■ 保健医療、福祉等の支援を必要とする犯罪をした者等への社会復帰支援 

県地域生活定着支援センターにおいては、保護観察所、矯正施設、市町村等と連携しな

がら、再犯防止の観点を踏まえ、犯罪をした者等のうち、保健医療、福祉等の支援を必要

とする高齢者又は障害のある者に対し、必要な保健医療・福祉サービス、住まい、就労、

その他生活困窮への支援等を適切に提供し、地域での生活を可能とする施策を総合的に推

進します。 

                                 

■ 生活困窮者の自立のための支援 

生活困窮者自立支援制度は、生活保護に至る前の第二のセーフティネットとして、生

活困窮者の自立の促進を図ることを目的とした制度です。岡山県では、福祉事務所設置

自治体が生活困窮者の状況に応じて、地域包括支援センター等既存の地域福祉施策と連

携しながら、包括的な支援を行っています。 

 

 
（出典：厚生労働省・援護局保護課資料） 

 

生活困窮者自立支援制度では、生活困窮者支援を通じた地域づくりも課題となってい 

ます。地域づくりには、市や県が行う生活困窮者自立支援法に基づく事業だけでなく、 

市町村社会福祉協議会、社会福祉法人、ＮＰＯ、民生委員・（主任）児童委員、自治会、

地域住民や様々なボランティア等が協働して生活困窮者に対する支援を行い、支援を通

じて地域住民が地域の問題として認識し、解決に向けて取り組むことが重要です。 
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生活困窮者の早期発見のため、市町村においては、生活保護に関する情報等生活困窮

者の把握に必要な情報を得るために、税務や公共料金の担当と連携を密にすることや、

ハローワークなどの関係機関に協力を依頼することも重要です。また、県は市町村に対

して、生活困窮者自立支援事業が適正かつ円滑に行われるよう、必要な助言や情報提供

等を行います。 

 

■ 子どもの貧困対策 

   「子どもの貧困」問題が社会問題化する中、県が実施した「子どもの生活実態調査」の

結果からも、所得が少ない世帯ほど、経済的な環境を背景に子どもへの大人の関与が少な

い傾向がみられます。こうした家庭の子どもの実態として、睡眠や食事などの生活リズム

の乱れ、学習習慣が定着しないことによる学力低下、自然・文化体験や経験の欠如などと

ともに、自尊心・自己肯定感や前向きに生活しようとする意欲までが低下しているなど、

子どもが、生き活きと子どもらしく生活するうえで様々な影響が生じていることがうかが

えます。子どもの現在及び将来が生まれ育った環境によって左右されることがあってはな

らないことです。児童の権利に関する条約の精神に則って、貧困の連鎖を断ち切り、子ど

もの貧困対策を進めていく必要があります。 

   家庭の事情により、家庭内で保護者などと過ごす時間が短い子どもに、家庭の代わりに

地域の住民やボランティア、ＮＰＯ等が関わりあい、遊びや食事、落ち着いた学習環境を

提供するなど、地域のすべての子どもが安心して継続的に過ごすことのできる子ども食堂

等、様々な形態の居場所づくりを進めます。 

                           

■ 居住に課題を抱える住民への支援 

改正住宅セーフティネット法（平成 29 年 10 月施行）により開始された新たな住宅セ

ーフティネット制度について、市町村や、不動産関係団体、支援団体等を通じて制度の周

知に努めます。 

                            

■ 安全・安心の確保に向けた取組の推進 

豊かで快適な生活を営む上で、生活の安全・安心の確保を図ることは、重要な課題であ

り、地域福祉活動を推進していく上でも、「安全・安心」は重要なキーワードの一つにな

っています。 

この分野への住民ニーズの高まりを踏まえ、住み慣れた家庭や地域で安心して生活がで

きるよう、「地域の安全は地域で守る」という意識を醸成し、子どもの見守り活動をはじ

めとした防犯ボランティアの活動支援や促進を図るとともに、地域の教育力の向上を図る

ため、各種団体が青少年健全育成をテーマに開催する講演会等に専門的知識を有するアド

バイザーを派遣し、次世代の健全育成に取り組んでいます。 

また、自主防災組織の活動が活性化されるよう、自主防災リーダーの育成を行うほか、

災害時に自力での避難が困難な要配慮者の避難を支援するなど、市町村や防災関係者と連

携しながら、支援していきます。 
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さらに、福祉避難所の設置・運営については、市町村に対しては設置・運営に関するマ

ニュアル作成や訓練等の支援を行い、福祉避難所になる社会福祉施設関係者等に対しては

研修を行い、福祉避難所の円滑な設置・運営や災害時における要配慮者支援への理解が深

まるよう支援していきます。 

      

■ 寄付や共同募金等により地域福祉を支援する取組の推進   

地域福祉の活動を支える資金については、地域福祉の推進という目的のもと、こういっ

た資金需要に応えるため行われている共同募金や市町村の基金、クラウドファンディング

を活用することが考えられます。そのためには、広報などの呼びかけのほか、様々なイベ

ントなどを通じて寄付への理解を深め、寄付文化の定着を図ることも大切です。また、社

会福祉法人による公益的な取組や企業の社会貢献活動との協働等の取組との協働も効果的

です。 

 

 ■ 災害時の支援 

  平成 30 年 7 月豪雨災害による被災者は、被災前と異なる環境におかれることを余儀な

くされています。 

災害時には、それぞれの環境の中で安心した日常生活を営むことができるよう、被災者

の孤立防止等のための見守りや日常生活上の相談支援のための訪問活動、住民同士の交流

機会の提供、地域社会への参加促進など、被災者に対する支援の一体的提供体制を支援し

ます。 

     また、今後の大規模災害の発生を想定し、平時から、岡山県、市町村行政、社会福祉協

議会、関係機関・団体が連携して、災害福祉支援に取り組む体制整備を図ります。 
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２ 利用者本位の福祉サービスの提供体制の整備 

 

福祉サービスは、人々が尊厳を保ち、役割を持って、安全・安心に暮らせる地域を支えて

いく上で不可欠のものであり、家庭や身近な地域の中で利用者の立場に立った質の高い適切

なサービスが受けられるようその提供体制の整備を支援します。 

 

(1) 福祉サービスの基盤の整備 

 

利用者自らの判断により、必要なときに適切な福祉サービスを選択して受けられるための

前提として、質・量ともに十分なサービス基盤、情報提供、判断能力が不十分な人に対する

サポート体制が確保されている必要があります。 

このため、県では、岡山県障害福祉計画・岡山県障害児福祉計画、岡山県高齢者保健福祉

計画・介護保険事業支援計画、岡山いきいき子どもプランなどの分野別計画により、社会福

祉施設や在宅福祉サービス等のサービス基盤について目標を掲げた計画的な整備が必要で

す。 

また、福祉サービスへのニーズが増大し、複雑・多様・重複化している中、利用者の視点

に立ち、より質の高いサービスを提供していくためには、豊かな人間性と専門知識・技術を

有する専門職の養成・確保と資質の向上が重要です。 

このため、福祉サービスに従事する人材の養成・確保に関する事業や知識・技術の向上を

図るための研修、新たな福祉サービス従事者の育成体制を充実していくことが必要です。 

 

 

■ 分野別計画に基づくサービス基盤の整備 

分野別計画に掲げられた目標に沿って、社会福祉施設や在宅福祉サービス等のサービス

基盤整備を促進し、必要なサービス量を確保します。 

                             

■ 福祉職場への就業・定着の促進 

豊かな人間性を備えた質の高い人材の福祉職場への就業と定着を促進するため、｢岡山

県福祉人材センター」と関係機関・団体が連携した広報、相談、情報提供、職業紹介等の

充実を図ります。 

また、福祉職場の人材確保・定着を図るためには、労働環境の改善等も重要であり、県

内の福祉・介護事業所が、自ら人材育成や就業環境の改善など、働きやすい職場環境づく

りに積極的に取り組む事業所であることを登録し、その内容を公表する認証・評価制度な

どの取組を推進していきます。 
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■ 福祉人材の育成・資質の向上 

福祉サービスに従事する専門職の養成と資質の向上に努めるとともに、「岡山県福祉人

材センター」等において、従事者の職種や経験の程度などに応じた体系的な研修を実施し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 総合的な福祉サービスの相談・提供体制の整備 

 

住民の福祉に対するニーズは複雑・多様・重複化しており、相談者のニーズを的確に受け

止め、総合的・継続的に相談・支援していくため、県、市町村をはじめとする相談体制の充

実強化が求められています。 

また、自ら相談窓口まで来て相談することが困難なケースや、相談を拒否するケースなど

があることから、支援を必要とするすべての住民が適切に福祉サービスを利用できるよう地

域での見守り活動や地域へ出かける総合相談体制が必要となっています。 

さらに、これまで高齢期の支援を地域で包括的に確保するために構築が進められてきた「地

域包括ケアシステム」の「必要な支援を包括的に提供する」という考え方を、障害のある人、

子ども等への支援にも普遍化することによって、高齢の親と働いていない独身の 50 代の子

が同居している世帯（いわゆる「８０５０問題」）、介護と育児に同時に直面する世帯（い

わゆる「ダブルケア」）など、高齢者に対する地域包括ケアシステムだけでは適切な解決策

を講じることが難しい「複合課題」にも対応できるよう、サービス相互の十分な連携や総合

的なサービスの提供体制をつくることは、地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の

人材斡旋 

求人登録 

援 助 

相 談 

研 修 

岡山県福祉人材センター 

社会福祉事業従事者 

一
般
住
民
・
潜
在
マ
ン
パ
ワ
ー 

啓 発 

広 報 

説明会 

講習会 

求職登録 

就職斡旋 

相互連携 

社会福祉関係サービス 

実施機関 

 

・社会福祉施設 

・介護保険事業所 

・障害福祉サービス事業所 等 

相 談 
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構築につながっていきます。 

 

 

 

■ 市町村における包括的な相談支援体制の整備への支援 

地域における相談に広域的、専門的に対応できるよう、県民局(保健所)、精神保健福祉

センター、福祉相談センター(中央児童相談所、女性相談所、身体障害者更生相談所、知的

障害者更生相談所)、児童相談所等の相談窓口の充実を図るとともに、これらの機関と市町

村、関係機関・団体との連携を強化します。 

特に、児童虐待、貧困、ドメスティック・バイオレンス（DV)、ひきこもり、自殺、孤

立死などに的確に対応するための相談体制の充実を図るほか、単独の市町村では解決が難

しく専門的な支援を必要とする、医療的ケアを要する状態にある児童、難病・がん患者

や、刑務所出所者等に対する支援体制の構築を進めていきます。 

また、市町村の総合的な相談体制の充実のため、研修や講習会等により人材の育成を支

援します。 

   さらに、地域共生社会の実現のためには、行政や福祉関係者による介護、障害、子育て

など、各分野における縦割りの制度の充実だけでなく、制度横断的な支援や、住民が地

域のつながりの中で互いに支え合う土壌を形成することや、サービスの対象にならない

課題や、地域全体の課題にも目を向けていくことが求められています。 

   今般の社会福祉法改正においては、こうした地域づくりを実現するために、地域福祉 

  の推進の理念として、支援を必要とする住民及び世帯が抱える多様で複合的な地域生活

課題について、住民や福祉関係者による把握及び関係機関との連携等による解決が図ら

れることを目指す旨が明記されました。この理念を実現するために、【１】「住民に身近

な圏域」において、地域住民等が『他人ごと』を『我が事』に変えていくような働きかけ

を通じて、主体的に地域生活課題を把握し解決を試みることができる環境の整備、【２】

同じく「住民の身近な圏域」において、地域包括支援センターなど各福祉制度に基づく

相談機関や、市町村社会福祉協議会などが相互に連携しながら、専門分野だけでなく、

地域生活課題についての相談を、分野を超え『丸ごと』包括的に受け止める体制の整備、

【３】福祉分野だけでなく、多機関の協働による包括的な相談支援体制の構築等を通じ

た包括的な支援体制の整備が必要であるとされています。（【１】～【３】は厚生労働省

「地域における住民主体の課題解決力強化・包括的な相談支援体制のイメージ図」対応）

地域における包括的な支援体制の整備については、このような体制を包括的かつ重層的に

整備していくことが必要になります。 
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                           （出典：平成 30 年度厚生労働白書） 

 

 

   岡山県内の複数の自治体において、高齢者、障害者（児）、母子、子育て等の複雑・ 

  多様・重複化する生活課題を抱える人を総合的に支援するため、社会福祉協議会を中 

心に作成した地域包括ケアシステムのイメージ図を地域の実態に合った形に組み替え 

たものが活用されていますが、岡山県では、この基本的な図を岡山県版地域包括ケア 

システム（イメージ図）として推奨します。 

 これからの地域支援は、単に個別の支援やその人の問題の解決にとどまるのではな 

く、個別の支援を通して、支え合いの精神の醸成を行いながら地域のネットワーク化 

を図るとともに、把握した地域生活課題を、地域住民みんなの課題として、早期発見・ 

早期対応するための分野を超えた総合的な支援体制づくりにつなげていく取組が大切 

です。 
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■ 小さな拠点の形成促進 

  中山間地域等において、地域の全体像や将来のあるべき姿を描きながら、持続可能な地

域づくりに向けて、拠点に必要な機能、拠点がカバーするエリア、拠点と周辺地域との交

通アクセス等を内容とする実効性のある計画を策定する市町村の取組を、県のモデル事業

として、県と市町村等で構成するプロジェクトチームを形成するなど、伴走型で支援しま

す。また、空き家や空き店舗等を地域交流施設や事業所等に活用したり、放置されている

土地などを、地域住民等の福祉又は利便の増進のために活用したりする取組を推進します。 

            

■ 地域における見守り・相談 

支援を必要とする住民が、確実に福祉サービス等を利用できるよう、住民の支え合い、

見守り活動に加えて、電気、ガス、水道などのライフライン事業者等地域と関わりの深い

企業と見守り協定を結ぶことによって、日常的な分厚い見守り活動を行うことにより、隠

れたニーズを発見、把握していく仕組みづくりを促進するとともに、訪問相談体制の充実

に努めます。   

 

(3) 福祉サービス情報の提供 

 

福祉サービス利用者が、自分にとって最適なものを選択し、事業者の特徴やサービスの質

を見極めるために、「情報」の重要性が飛躍的に高まっています。 

このため、福祉サービス利用者が必要な情報を容易に得られるように、事業者は、提供し

ている福祉サービスに関し、利用者の多様性を考慮し、利用者へ正確でわかりやすい情報の

提供に努める必要があり、また、県や市町村も、福祉サービスや施設、事業者等に関する様々

な情報を蓄積し、積極的に利用者に提供していく必要があります。 

情報は、必要とする人に届き、理解されることが大切であり、そのためには、いわゆる「情

報弱者」も意識して、受け取る側に配慮した方法で提供することが必要です。 

 

 

■ 事業者による情報提供 

事業者に対して、パンフレット、機関誌、インターネットなど様々な媒体・手段により、

提供するサービス内容等について、正確でわかりやすい情報の提供を積極的に行うよう働

きかけます。 

 

■ 行政による情報提供 

行政においては、サービス利用者をはじめ誰もが、福祉サービス等に関する情報を、様々

な方法でできるだけ容易にかつ利用しやすい形で入手できるよう努めます。 

特に、ＩＴの活用を図り、高齢者や障害のある人等にとっての利用しやすさに配慮しな

がら、県のホームページや独立行政法人福祉医療機構が提供するＷＡＭ ＮＥＴ（ワムネッ

ト）の活用等により、福祉サービス等に関する適切な情報提供に努めます。 
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 (4) 福祉サービスの質の確保 

 

（健全な事業運営の確保） 

県・市では、社会福祉法等関係法令・基準に基づき事業者や施設を対象に指導監査を行っ

ています。指導監査において、運営等に問題がある場合については、重点的かつ継続的な改

善指導を行うなど厳正な実施に努めていますが、今後も引き続き適正な指導の徹底を図って

いく必要があります。 

また、利用者が安心して継続的に利用できるよう経営面においても指導していく必要があ

ります。 

                             

（福祉サービスの評価・点検） 

利用者本位の質の高いサービス提供のためには、各事業者は、自ら提供するサービスにつ

いて点検し改善していく必要があり、これまで県内では、高齢者、児童、障害のある人の入

所施設や認知症高齢者のグループホームなどで自己評価が実施されてきました。 

こうした自己評価は大切な取組ですが、これのみでは事業者間の比較が困難であることや、

サービス改善に向けた取組の差など、利用者にとって十分な客観性を有した情報とならない

面もあり、一定の限界も考えられます。 

そこで、さらに進んで、サービスの質の評価の結果が利用者の選択のための情報になり、

事業者の客観的な事業点検とサービス水準の向上につながるような評価の仕組みとして、民

間の第三者が専門的・客観的な立場から適正に評価を行う福祉サービス第三者評価事業の普

及・定着に努める必要があります。 

                         

（苦情解決の仕組みの整備・充実） 

サービスを契約により利用する制度では、利用者が事業者と対等の立場に立って、安心し

てサービスを利用できるよう、利用者がサービス内容等に対する苦情や要望を述べたり、そ

れらの苦情等の解決が図られる仕組みの整備が必要です。 

苦情解決の第一段階の仕組みとして、事業者に苦情解決責任者、苦情受付担当者や中立公

正の立場から解決を図る第三者委員を置くなどの苦情処理体制をとることとされています。 

さらに、解決が困難な苦情等に対応するため、第二段階の仕組みとして、県社会福祉協議

会が「運営適正化委員会」を設置し、福祉サービスに関する苦情解決事業を実施しています。 

また、介護保険制度では、保険者である市町村や国民健康保険団体連合会が介護サービス

の苦情相談にあたっています。 

サービスの質の向上や利用者の権利を護るため、事業者も含めて苦情解決体制の整備・充

実を推進するとともに、制度の周知を図っていく必要があります。 

 

 

■ 健全な事業運営の確保 

研修等により指導監査を実施する職員の資質の向上を図り、利用者の立場に立った厳正



- 31 - 

 

な指導監査を実施します。   

  

■ 福祉サービスの評価・点検の推進 

継続して自らの事業内容等について評価・点検し、サービスの質の向上を図るよう事業

者を指導するとともに、公正中立な立場からサービス内容等を評価する福祉サービス第三

者評価事業等の普及・定着に取り組みます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 苦情解決の仕組みの整備と周知 

利用者等の苦情に迅速、的確に対応できるよう、事業者において、苦情解決担当者の任

命や第三者委員の設置などの苦情を解決する仕組みの整備を図るよう指導します。 

                                

 

 

 

 

福祉サービス第三者評価事業 

第三者評価機関 

・第三者評価結果の公表等 

県 
（第三者評価推進委員会） 

 

・第三者評価の実施 

・評価結果の公表等 

認 証 

基準策定 

研修実施 

事業報告等 

ＷＡＭ ＮＥＴ 

第三者評価事業に関する情報掲載 
福祉サービス事業者 

利 用 者 ・ 家 族 

情報提供 評価 評価申込 

情報の利用 サービス提供  利用申込 



- 32 - 

 

(5) 福祉サービスの利用援助 

 

認知症高齢者、知的障害のある人、精神障害のある人等で判断能力が十分でない人が、安

心して適切に福祉サービスを選択し、利用できるようにするために、必要な手続の代行や相

談、助言などの援助を行う福祉サービス利用援助事業として、県社会福祉協議会により「日

常生活自立支援事業」が実施されています。 

この事業の利用を促進していくため、広報・普及とともに、ニーズの把握、実施方法やサ

ービス内容の工夫、専門員・生活支援員の資質の向上など事業内容の充実や関係機関・団体

の連携強化を図っていく必要があります。 

なお、日常生活自立支援事業の対象となっていない財産管理に関する契約などの法律行為

に対しては、民法及び任意後見契約に関する法律による「成年後見制度」が実施されていま

すが、今後、認知症高齢者や単独世帯の高齢者の増加が見込まれる中、成年後見制度の利用

の必要性が高まっていくと考えられることから、この制度が県内のどの地域においても必要

な人に十分活用されるよう、利用促進を図る必要があります。 

 

 

 

■ 日常生活自立支援事業の周知・普及等 

認知症高齢者、知的障害のある人、精神障害のある人等のうち判断能力が不十分な方が

地域において自立した生活が送れるよう、利用者との契約に基づき、福祉サービスの利用

援助等を行う日常生活自立支援事業について各方面への一層の周知・普及を図ります。 

また、日常生活自立支援事業の実際の業務に当たる専門員や生活支援員の資質の向上の

ための研修、当事者団体や裁判所等関係機関との連携の強化、より利用しやすい制度とす

るための調査研究など社会福祉協議会による事業のより一層の充実のための取組を支援し

ます。  
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日常生活自立支援事業の利用の流れ 

利 用 対 象 者 

 

【岡山県社会福祉協議会】 

 

●相談業務 

●市町村社協への援助指導、 

監督 等 

サービスの提供 
・福祉サービス利用の手続き 

・預貯金の出し入れ 

・年金等書類の保管 等 

  

【市町村社会福祉協議会】 

相
談
受
付 

訪 
 

問 

契
約
書
の
作
成 

契 
 

約 

援
助
の
開
始 

支
援
計
画 
 
 

 

本
事
業
に
関
す
る
苦
情
申
立 

【運営適正化委員会】 

 
事業運営の監視や 

利用者からの苦情受付 

契約締結審査会 
契約を結ぶ上での理解の確

かさや支援計画の内容の適
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報告 

  困難事例の 
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一部業務委託 
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 ■ 成年後見制度の利用促進  

「成年後見制度の利用の促進に関する法律」に基づき、県内の専門職団体等と連携し、

地域連携ネットワークの中核機関の整備状況の把握等の広域的な支援を行うなかで、成年

後見制度の利用促進を図ります。 

さらに、介護保険法や障害者総合支援法に基づく成年後見制度利用支援事業、市民後見

人養成事業などを通じて、成年後見制度に対応する市町村の取組を支援します。 

                   

 

 

（出典：厚生労働省「社会・援護局関係主管課長会議資料平成３１年３月５日（火）」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 35 - 

 

 (6) バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進 

 

県では「福祉のまちづくり条例」を制定し、「心」「情報」「物」の 3 つのバリアフリー

による福祉のまちづくりを進めていますが、ソフト・ハード両面にわたり、今後一層推進し

ていく必要があります。 

さらに進めて、年齢、性別、能力などにかかわらず、はじめからすべての人にとって安全・

安心で利用しやすいというユニバーサルデザイン（ＵＤ）の考え方が、身近なものとして定

着するとともに、まちづくりやものづくり、情報・サービスの提供など、生活のあらゆる面

において広く行き渡るＵＤ社会の実現が求められています。 

 

 

■ 心のバリアフリーの推進 

すべての住民が高齢者、障害のある人等への理解を深め、思いやりのある心をもって自

主的に福祉のまちづくりに取り組むことができるように、意識の高揚を進めます。 

                           

■ 情報のバリアフリーの推進 

高齢者、障害のある人等をはじめ、すべての住民が、安全で快適な生活に必要な情報を

円滑に入手し、伝達できるように情報の提供、利用環境の整備を進めます。 

                           

■ 物のバリアフリーの推進 

高齢者、障害のある人等をはじめ、すべての住民が、安全で円滑に利用できるように建

物、道路などの生活関連施設、交通環境等の整備を進めるとともに、過疎地域や中山間地

域等における地域の特性に適した交通手段の確保を推進します。 

 

■ ユニバーサルデザイン（ＵＤ）の推進 

UD 社会を実現するためには、建物や設備、道路、交通機関などの新設・改修といったハ

ード整備と併せ、一人ひとりの個性や特徴を理解し、互いに思いやるという UD マインド

を誰もが持つことが重要であることから、UD の考え方を理解してもらい、定着させるた

め、ＮＰＯ等との協働などにより普及啓発に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考：バリアフリーとユニバーサルデザインの違い） 

 障害のある人や高齢者が社会生活を送る上で、障害・障壁（バリア）を取り除くという

「バリアフリー」に対し、ユニバーサルデザインは、年齢、性別、能力、国籍など個人の

特徴にかかわらず、すべての人にとって安全・安心で利用しやすいように、はじめからデ

ザインするものです。つまり、最初からバリアが取り除かれていることを目指すというと

ころがバリアフリーとは大きく異なります。 
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１ 地域福祉計画の必要性 

 

人口減少・超高齢社会を迎えている中、ノーマライゼーションの理念を踏まえ、その人ら

しく、個性を尊重されながら生きていける心豊かな成熟社会を実現するためには、東日本大

震災でもその重要性が再認識された「助け合いの精神」や「絆」のある地域を再構築するだ

けでなく、新たなつながりを構築していくことも目指した地域福祉を推進していくことが求

められます。 

特に、住民に身近な行政サービスを担う市町村は、地域の特性を生かした自治型の地域

づくりに取り組むことが必要であり、地域福祉も自治を推進する視点を持つことが求めら

れます。 

 

  このためには、市町村や住民、ボランティア・ＮＰＯ等の民間団体など地域福祉の推進の

担い手が、地域の実情、ニーズを充分把握した上で、地域をどのように再構築し、地域福祉

社会を形成していくかについて、幅広く合意を形成し、共通の目標を設定し、その目標達成

に向けて協働で取り組む必要があります。このための方策が、地域福祉計画です。 

 

  地域福祉計画の策定には、その策定過程や実践過程への主体的な住民参画が求められます

が、その過程（プロセス）は、地域の生活課題の発見や協働による取組の契機ともなり、地

域力の向上のほか、地域の活性化、個性ある地域文化の醸成などにつながるというメリット

も期待できます。 

 

  地域福祉計画は、社会福祉法第 107 条に規定された計画であり、市町村が地域の実情に応

じて地域福祉の推進に積極的に取り組む上においてその策定は重要なものであることから、

こうした視点やメリットなども踏まえて、すべての市町村における自主的な計画策定が求め

られており、平成 29 年 5 月に「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部

を改正する法律」により一部改正された社会福祉法の中で、計画策定が努力義務とされまし

た。 
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２ 盛り込むべき事項 

 

社会福祉法第 107 条には、市町村が策定する地域福祉計画に盛り込むべき事項として 

（１）地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通

して取り組むべき事項 

  （２）地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

  （３）地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

  （４）地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

  （５）包括的な支援体制の整備に関する事項 

 が掲げられています。 

各市町村においては、地域の創意と独自性を生かしながら、これらの事項について具体的

な内容を検討するとともに、その他必要な事項を加えて計画に盛り込むこととなります。 

  なお、社会福祉法第 107 条に掲げられている事項が盛り込まれ、策定・見直しに当たって

住民参加等による住民意見の反映について十分配慮が行われたものであれば、市町村総合計

画等の中に、地域福祉計画を位置付けることも可能です。 

  また、市町村健康増進計画等関連分野の計画と併せて策定することも考えられます。 

 

 

 

□計画の理念、目標とする地域のすがた、地域の特性、統計等 

□関係者の役割 

□人と人とのつながりのある地域の再構築 

□地域での福祉サービス提供等に関する具体的な目標 

 ・地域の生活課題に関する調査・分析（ニーズ調査、アンケート、住民座談会等） 

 ・必要とされる福祉サービスの量・質・提供方法・体制の調査 

 ・提供されている福祉サービスの現状について点検・分析 

 ・福祉サービス確保の緊急性や目標（数値目標等)の設定 

（※）福祉サービスは、公的サービスだけでなく、住民やボランティアの相互扶助（インフ

ォーマルサービス）も含めて幅広く捉える。 

 

１ 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共

通して取り組むべき事項 

□様々な課題を抱える者の就労や活躍の場の確保等を目的とした、福祉以外の様々な分野

（まちおこし、商工、農林水産、土木、防犯・防災、社会教育、環境、交通、都市計画

等）との連携に関する事項 

 ・地域の活性化に寄与しながら地域生活課題の解決にも同時に資する取組等 
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□高齢、障害、子ども・子育て等の各福祉分野のうち、特に重点的に取り組む分野に関す

る事項 

・地域の課題や資源の状況等に応じて、重点的に予算や人材等を配分していく分野や施

策 

 

□制度の狭間の課題への対応の在り方 

・既存の制度に明確に位置付けられていないが、何らかの支援が必要である、いわゆる

「制度の狭間の課題」への対応の在り方（ひきこもり、サービス利用拒否等の制度の

狭間の課題を有する者を発見する機能の充実、ソーシャルワーク体制の整備、近隣の

地域住民や訪問機会のある事業者等の活動の充実・支援、支援関係機関間の連携体制

の整備等） 

 

□生活困窮者のような各分野横断的に関係する者に対応できる体制 

・生活困窮者、社会的孤立状態にある者又は表出されていない課題も含めて複合化した

課題を有する者に対する相談支援体制の在り方や、生活困窮者自立支援制度を実施し

ていない町村における生活困窮者自立支援方策（生活困窮者の早期把握と生活困窮者

を受け止める一次窓口としての機能、町村としての独自施策との連携支援、就労訓練、

就労の場の開拓や創出等、地域づくりに関する取組等） 

 

□共生型サービス等の分野横断的な福祉サービス等の展開 

 ・利用者の支援や生活の質の向上に資するために、(ｱ)「地域の実情に合った総合的な

福祉サービスの提供に向けたガイドライン」（2016 年（平成 28 年）3 月）等を参考

にしながら高齢、障害、子ども・子育て等の福祉サービスを総合的に提供したり、多

機能型のサービスを提供することや、(ｲ)地域包括ケアシステムの強化のための介護

保険法等の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 52 号）による、高齢者と障害児

者が同一の事業所でサービスを利用しやすくなる共生型サービスの整備、さらには、

（ｳ）農園において障害者や認知症の高齢者等が活躍したり、福祉サービスを組み合

わせ、就労継続支援事業等を活用し多くの地域住民が利用するレストランを開く等、

世代を超えたつながりと役割を生み出し得る共生の場の整備等 

 

□居住に課題を抱える者への横断的な支援の在り方 

・住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成 19 年法律第

112 号）（以下「住宅セーフティネット法」という。）の一部改正を踏まえ、生活困

窮者、高齢者、障害者、子どもを育成する家庭等のうち、生活や住宅に配慮を要する

者の住まいの確保や生活の安定、自立の促進に係る取組の在り方に関し、地域福祉

として一体的に展開することが望ましい事項 
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  □就労に困難を抱える者への横断的な支援の在り方 

・生活困窮者、高齢者、障害者、ひとり親家庭等のうち、就労に困難を抱える者につい

て、段階に応じた適切な支援の在り方 

 

  □自殺対策の効果的な展開も視野に入れた支援の在り方 

・自殺対策と各福祉分野（高齢、障害、子ども・子育て、生活困窮者支援等）に共通し

て求められる、状態が深刻化する前の早期発見のための地域づくりや、誰もが立ち

寄れる居場所づくり、複合的課題に対応するためのネットワークづくり等の取組に

関し、地域福祉として自殺対策と一体的に実施することが望ましい事項（自殺対策

基本法（平成 18 年法律第 85 号）に規定される市町村自殺対策計画との調和に配慮

しながら、各福祉分野の施策を展開することにより、自殺対策の効果的・効率的な推

進が期待できる）  

  

  □市民後見人等の育成や活動支援、判断能力に不安がある者への金銭管理、身元保証人

等、地域づくりの観点も踏まえた権利擁護の在り方 

・認知症、知的障害、精神障害等により判断能力が不十分な者への権利擁護支援のため

の地域連携ネットワークの構築やその中核となる機関の在り方、権利擁護支援の担

い手としての市民後見人等の育成や親族後見人も含めた活動支援の在り方、日常生

活自立支援事業の対象とはならないものの判断能力に不安があり金銭管理が必要な

者や、身元保証人が存在していないために生活等に困難を抱えている者への支援の

在り方（成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 29 号）（以下

「成年後見制度利用促進法」という。）に規定される市町村計画と一体的なものとす

ることも考えられる） 

 

  □高齢者、障害者、児童に対する虐待への統一的な対応や、家庭内で虐待を行った養護

者又は保護者が抱えている課題にも着目した支援の在り方 

・高齢者、障害者、児童に対する虐待への統一的な対応の在り方、さらには家庭内で虐

待を行った者を加害者としてのみ捉えるのではなく養護者又は保護者として支援す

ることや、起こり得る虐待への予防策の在り方 

 

  □保健医療、福祉等の支援を必要とする犯罪をした者等への社会復帰支援の在り方 

・再犯の防止等の推進に関する法律（平成 28 年法律第 104 号）の成立を踏まえ、高齢

者又は障害者等をはじめ、保健医療、福祉等の支援を必要とする犯罪をした者等に

対し、必要な保健医療・福祉サービス、住まい、就労、その他生活困窮への支援等を

適切に提供し、かつ、これら地域での生活を可能とするための施策を総合的に推進

するための方策及び体制に関し、地域福祉として一体的に展開することが望ましい

事項 
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  □地域住民等が集う拠点の整備や既存施設等の活用 

・課題を抱えた者だけでなく、誰もがいつでも気軽に立ち寄ることができる居場所や、

地域住民や専門職の話し合いを通じて新たな活動が生まれることが期待できる地域

の拠点の整備（既存施設等の活用も含む） 

 

□地域住民等が主体的に地域生活課題を把握し解決に取り組むことができる地域づくり

を進めるための圏域と、各福祉分野の圏域や福祉以外の分野の圏域との関係の整理 

・高齢者、障害者、子ども・子育て等の各種計画で定める圏域や福祉以外の分野で定め

る圏域、地域住民等が主体的に地域生活課題の解決に取り組むことが可能となる圏

域等についての関係の整理 

 

  □地域づくりにおける官民協働の促進や地域福祉への関心の喚起も視野に入れた寄付や

共同募金等の取組の推進 

・地域住民等が主体的に地域の課題を解決していく際には、その財源についても考え

る必要があるため、公的財源のみならず、民間の地域福祉活動へ助成を行っている

共同募金の活用・推進、クラウドファンディングやＳＩＢ（ソーシャル・インパク

ト・ボンド）、ふるさと納税、社会福祉法人による地域における公益的な取組や企業

の社会貢献活動との協働等の取組 

 

□地域づくりに資する複数の事業を一体的に実施していくための補助事業等を有効に活

用した連携体制 

・事業の効果、効率性や対象者の生活の質を高めることを目的とした、地域づくりに資

する複数の事業の一体的実施、具体的な財源の在り方や連携体制 

 

□全庁的な体制整備 

・地域生活課題を抱える者を包括的に支援していくための、福祉、保健、医療も含めた

庁内の部局横断的な連携体制の整備 

 

２ 地域における福祉サービスの適切な利用の促進 

□福祉サービスを必要とする地域住民に対する総合的な相談支援体制の整備 

 ・福祉サービスの利用に関する情報提供、相談体制の確保、支援関係機関間の連携 

 

 □支援を必要とする者が必要なサービスを利用することができるための仕組みの確立 

   ・社会福祉従業者の専門性の向上、ケアマネジメント、ソーシャルワーク体制の整備 

 

 □サービス評価やサービス内容の開示等による利用者の適切なサービス選択の確保 
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 □利用者の権利擁護 

   ・成年後見制度、日常生活自立支援事業、苦情解決制度など適切なサービス利用を支援

する仕組み等の整備 

 

 □避難行動要支援者の把握及び日常的な見守り・支援の推進方策 

 

３ 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達 

  □複雑・多様化した地域生活課題を解決するため、社会福祉を目的とする多様なサービス

の振興、参入促進及びこれらと公的サービスの連携による公私協働の実現 

   ・民間の新規事業の開発やコーディネート機能への支援 

   ・社会福祉法人による「地域における公益的な取組」の推進 

   

 ４ 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進 

  □地域住民、ボランティア団体・ＮＰＯ等の社会福祉活動への支援 

   ・活動に必要な情報の入手必要な知識、技術の習得、活動拠点に関する支援 

   ・地域住民の自主的な活動と公共的サービスの連携 

  

  □住民等による問題関心の共有化への動機付けと意識の向上、地域福祉推進への主体的参

加の推進 

   ・地域の福祉の在り方について住民等の理解と関心を深めることによる主体的な生活者、 

地域の構成員としての意識の向上 

   ・住民等の交流会、勉強会等の開催 

 

  □地域福祉を推進する人材の養成 

   ・福祉活動専門員、社会福祉従業者等による地域組織化機能の発揮 

   ・民生委員・児童委員活動の充実に向けた環境整備 

   ・福祉系大学等との積極的な連携 

  

 ５ 包括的な支援体制の整備に関する事項（法第 106 条の 3 第 1 項各号に掲げる事

業を実施する場合） 

  □「住民に身近な圏域」において、住民が主体的に地域生活課題を把握し解決を試みるこ

とができる環境の整備（法第 106 条の 3 第 1 項第 1 号関係）（1 の(1)の④と一体的に策

定して差し支えない。） 

   ・地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援 

・地域住民等が相互に交流を図ることができる拠点の整備 
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・地域住民等に対する研修の実施 

 

  □「住民に身近な圏域」において、地域生活課題に関する相談を包括的に受け止める体制

の整備（法第 106 条の 3 第 1 項第 2 号関係） 

・地域住民の相談を包括的に受け止める場の整備 

・地域住民の相談を包括的に受け止める場の周知 

・地域の関係者等との連携による地域生活課題の早期把握 

・地域住民の相談を包括的に受け止める場のバックアップ体制の構築 

 

  □多機関の協働による市町村における包括的な相談支援体制の構築（法第 106 条の 3 第 1

項第 3 号関係） 

・支援関係機関によるチーム支援 

・協働の中核を担う機能 

・支援に関する協議及び検討の場 

・支援を必要とする者の早期把握 

・地域住民等との連携 

 

 ６ その他 

  □市町村社会福祉協議会の基盤の整備強化等 
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３ 策定のポイント 

 

(1) 住民の参画 

 

地域福祉計画の策定に当たって最も重要なことは、主体的な「住民の参画」です。地域住

民自らが地域におけるニーズや生活課題（＝暮らしの悩み）を洗い出し、その解決に向けて

ネットワークを組み、行動することが求められており、このことは、地域福祉計画は「住民

の参画がなければ策定できない」ことを意味しています。 

 

住民の参画の手法としては、通例行われている策定委員会への委員としての参画のほか

様々な手法が考えられますが、重要なことは、形式的な住民参加では計画策定そのものが意

味をなさなくなるということであり、そのため、住民の誰でもが参画できるような仕組みに

配慮する必要があります。 

 

また、住民の参画に当たっては、住民が適切な判断ができるだけの十分な情報を提供する

ことが必要です。その上で、地域の生活課題を解決するにはどのような福祉ニーズがあり、

それに対してどのようなサービスが最適かを考え、市町村が住民とともに地域福祉をマネー

ジメントしていくという視点が重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に、これまで地域に関心を持ちつつも時間的余裕や情報不足、きっかけがないことなど

により、地域活動に参画してこなかった多くの住民層へも積極的な情報提供により計画策定

への参画を呼びかけたり、策定経過や討議結果をフィードバックすることも必要と考えられ

ます。 

 

むろん、ボランティア・ＮＰＯ等の民間団体などの地域福祉の推進の担い手が策定に携わ

ることや、地域福祉活動計画の策定主体でありこれまで小地域での地域福祉活動にも実績が

ある市町村社会福祉協議会との緊密な連携を図ることも重要です。また、福祉系大学などの

福祉の専門家からの助言を受けたり、参画してもらうことも考えられます。 

 住 民 参 画 の 手 法 の 例 

・アンケート、ヒアリング      ・住民座談会 

・ワークショップ          ・100人委員会 

・セミナー、公聴会、イベント    ・委員公募 

・パブリックコメント        ・インターネットやケーブルテレビの利用 

・策定実務への参画         ・既存組織の活用 
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計画の策定に当たっては、その趣旨・必要性について事前に住民へ十分な広報・啓発等を

行うとともに地域福祉の気運の醸成を行っておく必要があり、また、地域福祉の向上には、

福祉部門のほか、交通、住宅、農業・商工業振興、教育等、市町村の関係部局が連携し十分

準備を行った上で実施することが好ましく、時間的余裕を持って着実に進めていく必要があ

ります。 

 

 

(2) 地域のとらえ方 

 

地域福祉計画は、市町村単位で策定することとされていますが、「地域」のとらえ方は一

概に決められるものでなく、市町村により様々なものとなります。町内会、コミュニティ、

小・中・高等学校区、歴史・文化の一体性のあるエリアや福祉区、また旧市町村単位などが

考えられます。 

「地域福祉」の視点からすると、住民参画による合意を図っていく地域としては、気軽に

集まって話ができたり、地域の課題を共有して議論ができることなどを考慮し、声をかけあ

い、互いが相談できる日常的な生活の範囲の「小地域」であることが、基本的なものと考え

られます。 

 

「地域」が複数設定される市町村にあっては、地域と地域が互いに協働して活動が行われ、

また行政との連携が十分とれるネットワークづくりに配慮する必要があります。 

 

(3) 目標設定と評価の仕組み 

 

地域福祉計画は、住民の参画により策定することに大きな意味があるものですが、それが

実現されなければ意義あるものとはなりません。そのためには、それぞれの分野において現

状を把握・分析した上で、可能な限り計画の中で具体的な数値目標を定め、住民に公表する

ことが重要です。数値目標の設定が困難な場合には、定性的な目標設定をすることになりま

すが、その場合も、できるだけ具体的に目標を設定することが大切です。 

 

計画を実効性のあるものにするためには、計画、実践、評価のいわゆるＰＤＣＡ(Plan・Do・

Check・Action)システムの確立が大切であり、住民参画のもとでの計画評価委員会の設置な

ども効果的なものと考えられます。 
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４ 策定の支援 

 

県においては、保健福祉部や各県民局健康福祉部等において、社会福祉協議会や県立大学

等とも協力しながら、市町村や住民に対して、必要な情報提供や助言などを行うことにより、

計画策定に向けた機運を醸成するとともに、すべての市町村における自主的な取組が促進さ

れるよう支援していきます。 

 ［事業例］ 

    ・先行策定事例等の情報提供 

  ・市町村への助言 
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(令和元年11月時点）

重点課題 施策の方向 重点施策 事業 担当課室・団体

普及・啓発 子育て夢づくり応援キャンペーン事業 子ども未来課

学校教育での推進 総合的な学習の時間や特別活動の活用 教育政策課

精神障害者家族支援事業 健康推進課

おかやま地域子育て支援拠点（ももっこステーショ
ン）の推進

子ども未来課

ゆうあい福祉展 障害福祉課

おかやま地域子育て支援拠点（ももっこステーショ
ン）の推進

子ども未来課

小地域における生活支援活動の推進 県社会福祉協議会

見守りネットワーク構築支援事業 くらし安全安心課

身体障害者相談員研修事業 障害福祉課

知的障害者相談員研修事業 障害福祉課

高齢者の力の活用 老人クラブ活動等社会活動促進事業 長寿社会課

住民が参加しやすい環境づくり
ボランティア・ＮＰＯ活動支援センター運営（福祉
教育・ボランティア体験推進事業等）

県社会福祉協議会

活動促進のための環境づくり
岡山県ボランティア・ＮＰＯ活動支援センター「ゆ
うあいセンター」の設置（活動や団体運営、ＮＰＯ
法人化に関する相談、人材育成、情報発信）

県民生活交通課

岡山県総合福祉・ボランティア・NPO会館「きらめ
きプラザ」の運営

保健福祉課

岡山県ボランティア・ＮＰＯ活動支援センター「ゆ
うあいセンター」の運営

県民生活交通課

地域ではぐくむ思春期の心とからだの健康支援事業 健康推進課

県愛育委員連合会リーダー研修会 健康推進課

健康づくり普及事業 健康推進課

糖尿病予防戦略事業 健康推進課

ソーシャルビジネス支援事業
中 山 間 ・ 地 域 振 興
課・経営支援課

地域課題解決型起業支援事業 経営支援課

おかやま子育てカレッジ 子ども未来課

おかやま子育て応援宣言企業登録制度 子ども未来課

岡山県自立支援協議会 障害福祉課

ももっこカード（おかやま子育て家庭応援カード事
業）への協力

子ども未来課

民生委員研修事業（資質向上、福祉委員や関係機関
との連携等）

保健福祉課

民生委員・児童委員協議会活動推進事業 保健福祉課

共生型サービスの推進
指導監査室・障害福
祉課・長寿社会課

医療的ケア児等に対する支援体制の充実 医療的ケア児等コーディネーター養成等研修事業 障害福祉課

岡山県ひきこもり地域支援センター 精神保健福祉センター

精神保健福祉相談
健康推進課・精神保
健福祉センター

民生委員や福祉委員等による訪問・声かけ運動 保健福祉課

岡山県地域公益活動推進センターの活動 県社会福祉協議会

保健医療、福祉等の支援を必要とする
犯罪をした者等への社会復帰支援

岡山県地域生活定着促進事業 保健福祉課

自立相談支援事業 障害福祉課

就労準備支援事業 障害福祉課

家計改善支援事業 障害福祉課

子どもの学習・生活支援事業 障害福祉課

生活福祉資金貸付事業 障害福祉課

子どもの貧困対策 子どもの居場所づくり支援事業 子ども家庭課

住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の登録 住宅課

居住支援法人の指定 住宅課

住宅確保給付金 障害福祉課

自主防災組織の育成 危機管理課

自主防災リーダーの育成 危機管理課

防犯ボランティア指導者・リーダー育成研修 くらし安全安心課

青少年健全育成アドバイザーの派遣 男女共同参画青少年課

青少年健全育成強調月間における啓発活動 男女共同参画青少年課

福祉避難所の設置促進、設置運営訓練の実施支援 保健福祉課

避難確保計画の策定支援 保健福祉課

災害ボランティアセンターの設置・運営 社会福祉協議会

寄附や共同募金等により地域福祉を支
援する取組の推進

県共同募金会等

災害時の支援 災害派遣福祉チーム体制構築事業 保健福祉課

（１）支え合いの精神の
　　　醸成

（２）住民参加の地域福祉
　　　活動の推進

地域福祉活動を支えるリーダーの育成

活動拠点の機能の充実

共
に
支
え
合
う
地
域
づ
く
り
の
推
進

居住に課題を抱える住民への支援

安全・安心の確保に向けた取組の推進

（６）総合的・分野横断的
　　　な支援の展開

生活困窮者の自立のための支援

愛育委員・栄養委員等の活動の支援

民生委員・（主任）児童委員活動の充実
（４）民生委員・（主任）
　　　児童委員活動の充実

（３）ボランティア・ＮＰ
　　　Ｏ等の民間団体の
　　　活動の支援

制度の狭間の問題を抱える住民への支援

協働による福祉の推進

ソーシャルビジネス・コミュニティビ
ジネスの支援

多様な交流の推進

住民参加の地域福祉活動の支援

施策に対応する事業一覧表
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重点課題 施策の方向 重点施策 事業 担当課室・団体

施設整備の補助 保健福祉課

岡山県福祉基金貸付事業 保健福祉課

無料職業紹介、就職説明会の開催
保健福祉課・労働雇
用政策課

労働環境の改善等に関するセミナーの開催 労働雇用政策課

おかやま☆フクシ・カイゴ職場 すまいる宣言 保健福祉課

介護支援専門員実務研修 長寿社会課

介護福祉士等修学資金貸付事業 保健福祉課

認知症介護実践者等養成事業 長寿社会課

保育士等資質向上研修 子ども未来課

生活困窮者自立相談支援事業等
保健福祉課・健康推
進課・障害福祉課

児童虐待防止等ネットワーク事業 子ども家庭課

子ども家庭総合支援拠点整備促進事業 子ども家庭課

要保護児童対策地域協議会支援事業 子ども家庭課

ひきこもり予防支援事業
健康推進課・精神保
健福祉センター

障害者虐待防止対策事業 障害福祉課

保健所管内地域保健福祉関係者研修事業、保健師専
門研修

保健福祉課

地域包括ケアシステム市町村支援事業 長寿社会課

地域包括支援センター職員等資質向上研修 長寿社会課

介護保険法による地域支援事業 長寿社会課

障害者総合支援法による地域生活支援事業 障害福祉課

保健所保健福祉サービス調整会議 保健福祉課

市町村自立支援協議会 障害福祉課

岡山県自立支援協議会 障害福祉課

子どもを健やかに生み育てるための環境づくり推進
協議会

子ども未来課

生き活き拠点強化支援事業 中山間・地域振興課

若者×空き家等活用×事業者支援事業 中山間・地域振興課

空き家対策市町村支援事業 建築指導課・住宅課

アウトリーチ事業
健康推進課・精神保
健福祉センター

民生委員や福祉委員等による訪問・声かけ運動 保健福祉課

介護サービス情報公表制度の運営 指導監査室

障害福祉サービス等情報公表制度の運営 指導監査室

健全な事業運営の確保 社会福祉施設等に対する指導監査 指導監査室

福祉サービス第三者評価事業 指導監査室

地域密着型サービスの外部評価事業 長寿社会課

苦情解決の仕組みの整備と周知
福祉サービス苦情解決事業（運営適正化委員会設置
運営事業）

保健福祉課

日常生活自立支援事業の周知・普及等 日常生活自立支援事業 保健福祉課

介護保険法による地域支援事業（成年後見制度利用
支援事業）

長寿社会課

障害者総合支援法による地域生活支援事業（成年後
見制度利用支援事業）

障害福祉課

市民後見人養成事業 長寿社会課

心のバリアフリー支援事業 障害福祉課

ヘルプガード 障害福祉課

あいサポート運動 障害福祉課

障害者ＩＴ機器活用支援事業 障害福祉課

バリアフリーガイドホームページの保守管理事業 障害福祉課

岡山県高齢者在宅生活支援事業 長寿社会課

ノンステップバス(乗降口が低い位置にあるバス)導
入促進

県民生活交通課

福祉有償運送（自家用有償旅客運送制度） 障害福祉課

地域公共交通維持確保支援事業 県民生活交通課

パーキングパーミット制度導入事業 障害福祉課

ユニバーサルデザイン（ＵＤ）の推進 ＵＤサポーターの育成とＵＤネットワークの拡充 人権施策推進課

物のバリアフリーの推進

行政による情報提供

（４）福祉サービスの質の
　　　確保

福祉サービスの評価・点検の推進

（５）福祉サービスの利用
　　　援助 成年後見制度の利用促進

利
用
者
本
位
の
福
祉
サ
ー

ビ
ス
の
提
供
体
制
の
整
備

（１）福祉サービスの基盤
　　　の整備

分野別計画に基づくサービス基盤の整備

福祉職場への就業・定着の促進

福祉人材の育成・資質の向上

（２）総合的な福祉サービ
　　　スの相談・提供体制
　　　の整備

市町村における包括的な相談支援体制
の整備への支援

小さな拠点の形成促進

地域における見守り・相談

（３）福祉サービス情報の
　　　提供

（６）バリアフリー・ユニ
　　　バーサルデザインの
　　　推進

心のバリアフリーの推進

情報のバリアフリーの推進
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■新しい公共 

  行政だけが公共の役割を担うのではなく、地域の様々な主体（市民・企業等）が公共の担

い手の当事者としての自覚と責任をもって活動することで「支え合いと活気がある社会」を

つくるという考え方です。  

 

■医療介護総合確保促進法に基づく岡山県計画 

  地域における医療及び介護の総合的な確保のための事業の実施に関して、都道府県が作成

する計画であり、この計画に基づき、国から県に交付される消費税増収分を財源とする医療

介護提供体制改革推進交付金を活用しながら、関係機関との協働により各種事業に取り組み

ます。 

 

■ＮＰＯ 

  ＮＰＯとは、「Non-Profit Organization」の略で、民間非営利活動組織(団体)です。日本で

は、市民が自主的に組織・運営する営利を目的としない市民活動組織という意昧で用いられ

ることが多い。また、特定非営利活動法人(ＮＰＯ法人)とは、平成 10 年 12 月に施行された

「特定非営利活動促進法(ＮＰＯ法)」により法人格を付与されたもので、令和元年 9 月末現

在県内で 777 法人、全国では 51,415 法人となっています。 

 

■岡山いきいき子どもプラン２０２０ 

  少子化の流れを変えることを目指すとともに、次代を担う子どもが健やかに育ち、子育て

を地域全体で支え応援する社会づくりを進めるため、県が策定を行っている総合的な計画で

す。 

 

■岡山県高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画 

  高齢者が要介護状態等になっても、尊厳を保持し、住み慣れた地域でその有する能力に応

じて自立した日常生活を営むことができるよう、限りある社会資源や財源を効果的に活用し

ながら、必要な保健医療サービスと福祉サービスの提供体制を計画的に整備するため、老人

福祉法第 20 条の 9、介護保険法第 118 条の規定に基づく計画として、平成 12 年 3 月に県が

第 1 期計画を策定しました。現計画は、平成 30 年度から令和 2 年度までを計画期間とする

第 7 期計画で、平成 30 年 3 月に介護保険制度の改正等を踏まえ策定しています。 

  

■岡山県障害福祉計画・岡山県障害児福祉計画 

  障害者自立支援法第 89 条第 1 項及び児童福祉法第 33 条の 22 第 1 項の規定に基づき、国

の基本指針に即し、市町村障害福祉計画・障害児福祉計画の達成に資するため、各市町村を

通ずる広域的な見地から、障害福祉サービス等の必要量の見込みやその提供体制の確保等に

関する基本的な事項を定めるとともに、具体的な数値目標を設定し、その実現に向けて取り

組むべき推進方策等を定めたものです。 

 

■岡山県地域防災計画 

  災害対策基本法第40条の規定に基づき、都道府県防災会議が作成することとされている

防災に関する業務の総合的な運営計画で、本県では、「風水害等対策編」「地震・津波災害

対策編」及び「原子力災害等対策編」を定め、災害の種別に応じた関係機関相互の緊密な
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連絡調整を図る上での基本的な大綱としています。 

 

■岡山県福祉人材センター 

  福祉人材センターは、社会福祉法の規定に基づき、社会福祉従事者の確保を目的として都

道府県ごとに 1 か所設置されており、岡山県においては、岡山県社会福祉協議会に設置され

ています。 

  福祉人材センターでは、無料職業紹介事業を行うほか、社会福祉事業従事者に対する研修、

人材確保相談、社会福祉事業に関する啓発活動等を実施しています。 

 

■岡山県保健医療計画 

  医療法第 30 条の４第１項の規定に基づき、医療機関の適正な配置や医療資源の効    

率的な活用、病院の機能分化などを図るため、医療圏の設定や基準病床数、地域医療支

援病院や救急医療体制の整備等について定めています。 

  県民の高い健康水準の確保を目指し、少子・高齢化に対応した長期的、包括的な保健

医療体制の整備を推進するための基本指針となる計画であり、県の保健医療行政の基本

となる計画です。 

 

■介護サービス情報公表制度 

介護保険法の改正により、平成 18 年度から導入された制度で、介護サービスの利用者が、

事業所の情報を比較・検討して、利用するサービスを適切に選択できるようにすることを目

的としており、各介護サービス事業所に対し、提供するサービスの内容や運営状況に関する

情報の公表を義務づけるものです。 

 

■健康おかやま21 

  健康増進法に基づき策定する都道府県健康増進計画。平成１３年３月にはじめて策定し平

成２５年度からは「すべての県民が健康で生きる喜びを感じられる長寿社会の実現」を基本

理念とした「第２次健康おかやま２１」を策定しました。平成３０年３月には、それまでの

取組の成果や目標の達成状況について中間評価を行い、県民の健康づくりに関する今後５年

間の目指すべき方向と基本的施策を示した「第２次健康おかやま２１セカンドステージ」と

して改訂を行っています。 

 

■小規模高齢化集落 

  高齢化率５０％以上で戸数１９戸以下の集落です。 

 

■小地域福祉活動計画 

  住民主体の福祉活動組織である地区社協等を基盤に展開している小地域福祉活動を

計画に推進するため、地域の住民同士で自分たちの地域についての共通目標を協議し、

主体的・計画的に取り組んでいく中期的な行動計画として策定したものです。 

 

■成年後見制度 

  認知症、知的障害、精神障害、高次脳機能障害など、病気や不慮の事故などによって

判断能力が十分でない人について、契約締結等の法律行為を代わりに行ったり、本人が

誤った判断に基づいて契約を締結した場合にそれを取り消すことができるようにする

こと等により、これらの人を保護し、支援する制度で、平成 12 年 4 月から施行されて
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います。 

  判断能力の程度などにより「後見」「保佐」「補助」の 3つに区分される「法定後見

制度」と判断能力がある時にあらかじめ代理人を選任し任意後見契約を結んでおく「任

意後見制度」があります。 

 

■ソーシャル・ビジネス、コミュニティ・ビジネス 

   環境や少子高齢化などのさまざまな社会的課題に向き合い、ビジネス的な手法を用いて解

決していこうとする活動の総称です。  

 

■地域共生社会 

  制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地

域の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ご

と』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会を

目指すものです。   

 

■地域支援事業 

  介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業（介護予防ケアマネジメント業務、総

合相談支援業務、権利擁護業務及び包括的・継続的ケアマネジメント支援業務をいう。）及

び任意事業を行うことにより、被保険者が要介護状態等となることを予防するとともに、要

介護状態等となった場合においても、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むこ

とができるよう支援するための事業です。実施主体は市町村で、介護予防・日常生活支援総

合事業、包括的支援事業は必須となっています。 

 

■地域福祉活動計画  

地域住民、当事者団体、ボランティア・ＮＰＯ等の住民参画のもとで、地域課題の明

確化と解決策の協議を行い、その解決に向けた具体的な行動と公私の関係機関・団体の

役割分担が明示されたものです。 

市町村社協は、住民参画と公私協働により、地域の生活・福祉課題を把握・明確化し、

その課題解決を図る活動原則のもとで、この地域福祉活動計画の策定を従来から組織の

基本活動として位置づけてきた経緯があります。 

 

■地域包括支援センター  

  地域の高齢者の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、

地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的として設置された

中核的機関で、公正・中立な立場から包括的支援事業等を地域において一体的に実施する役

割を担っています。責任主体は市町村で、県内全市町村に設置されています。 

  高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと

ができるよう、高齢者のニーズに応じて、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスを

切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」の構築にあたって、地域包括支援センターは

その推進主体と位置づけられています。 

 

■地区社会福祉協議会（地区社協）  

地域の住民同士が、自分たちの生活する地域の生活・福祉課題や困りごとを自分たち

自身の問題と受け止め、関係機関や専門機関等と連携・協働しながら解決に向けて協議
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し、実行していく地元住民主体の活動組織団体です。 

 

■ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ） 

  直訳すると「家庭内暴力」ですが、一般的には、「配偶者や恋人など親密な関係にある、

又はあった者から振るわれる暴力」という意味で使用されており、身体的暴力に限らず、精

神的、経済的、性的などあらゆる形の暴力が含まれます。男性にも女性にも被害を受けてい

る人はいますが多くの場合女性であり、その背景には、家庭や職場など社会における男女の

固定的な役割分担、経済力の格差、過去からの女性差別意識の残存があるとされています。 

 

 

■日常生活自立支援事業 

平成 11 年 10 月から制度化され、全国の都道府県社会福祉協議会で実施されています。社

会福祉法上では「福祉サービス利用援助事業」に該当する社会福祉事業であり、「認知症高

齢者、知的障害者、精神障害者等判断能力が十分でない人に対して、福祉サービスの利用に

関する相談・助言、必要な手続や利用料の支払いに関する便宜を供与することその他の福祉

サービスの適切な利用のための一連の援助を一体的に行う」ことを内容とするものです。 

  

■ノーマライゼーション 

  障害のある人が、社会の中で、普通の生活を送れるような条件を整え、障害のある人もな

い人も共に支えあって生きる社会こそがノーマルな社会であるという考え方です。 

  

■福祉委員 

  市町村社会福祉協議会が住民の主体的活動を展開するため町内会等の小地域単位に配置を

目指している地域のボランティアです。日常生活の中で「見守り、声かけ」等により身近な

地域における住民の生活・福祉課題（困りごと）や情報を把握し、民生委員・（主任）児童

委員や関係機関・専門職へつなぐなどの役割が期待されます。 

 

■福祉サービス第三者評価事業 

   社会福祉法人等の事業者の提供する福祉サービスの質を、当事者（事業者・利用者）以外

の公正・中立な第三者機関が、専門的かつ客観的な立場から評価する事業です。 

  この事業は、個々の事業者が事業運営における問題点を把握して、福祉サービスの質の向

上を図るとともに、評価結果が公表されることにより、利用者の適切なサービス選択に資す

るための情報になることを目的としています。 

 

■福祉有償運送 

  障害などの理由で電車やバスなどの公共交通機関を一人で利用できない人に対して、通院、

通学などの日常的な外出や行楽、余暇活動などの趣味的な外出の手助けとして、福祉車両等

を使用して有償で行われる福祉移送サービスです。 

  福祉有償運送は、営利目的ではないため、運送に携わることができるのはＮＰＯ法人や社

会福祉法人などの非営利法人に限られています。 

  また、福祉有償運送は、道路運送法第７８条の規定に基づく自家用有償旅客運送に位置付 

 けられているため、実施するためには、同法第７９条の規定により、国土交通省の運輸支局 

において登録を受けなければなりません。 
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■ももっこカード（おかやま子育て家庭応援カード事業） 

  妊娠中の方及び小学校第 6 学年までの児童を持つ家庭（岡山県在住の方）を対象に、カー

ドを交付し、そのカードを県で登録された協賛店舗等に提示することにより、協賛店舗独自

の子育て支援サービスの提供（買い物や娯楽施設などを利用したときの割引や特典）を受け

られるものです。協賛店舗の登録は県で行い、子育て家庭へのカードの交付は、市町村で行

います。 

 

■ＷＡＭ ＮＥＴ(ワムネット) 

  介護保険・障害福祉サービス事業者情報や病院・診療所情報をはじめとする福祉・保健・

医療関連の各種情報を幅広く総合的に提供するとともに、行政機関や施設・事業所の間で意

見や情報を交換するために作られた全国的なネットワークで、独立行政法人福祉医療機構が

運営しています。 

  ワムネットには、一般の利用者に対して広範で効果的な情報提供や情報開示を行う「ワム

ネットオープン」と、情報交換・情報発信などができる会員専用の「ワムネットコミュニテ

ィ」の２つのサイトがあります。 
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（地域福祉の推進） 

第４条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う

者（以下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民

が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の

活動に参加する機会が確保されるように、地域福祉の推進に努めなければならない。 

２ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たっては、福祉サービスを必要とする地域住民及びそ

の世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又

は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、保健医療、住まい、

就労及び教育に関する課題、福祉サービスを必要とする地域住民の地域社会からの孤立その

他の福祉サービスを必要とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する

機会が確保される上での各般の課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し、地域生活

課題の解決に資する支援を行う関係機関（以下「支援関係機関」という。）との連携等によ

りその解決を図るよう特に留意するものとする。 

 

（福祉サービスの提供の原則） 

第５条 社会福祉を目的とする事業を経営する者は、その提供する多様な福祉サービスについ

て、利用者の意向を十分に尊重し、地域福祉の推進に係る取組を行う他の地域住民等との連

携を図り、かつ、保健医療サービスその他の関連するサービスとの有機的な連携を図るよう

創意工夫を行いつつ、これを総合的に提供することができるようにその事業の実施に努めな

ければならない。 

 

（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地方公共団体の責務） 

第６条 （略） 

２ 国及び地方公共団体は、地域住民等が地域生活課題を把握し、支援関係機関との連携等に

よりその解決を図ることを促進する施策その他地域福祉の推進のために必要な各般の措置を

講ずるよう努めなければならない。 

 

（地域子育て支援拠点事業等を経営する者の責務） 

第１０６条の２ 社会福祉を目的とする事業を経営する者のうち、次に掲げる事業を行うもの

（市町村の委託を受けてこれらの事業を行う者を含む。）は、当該事業を行うに当たり自ら

がその解決に資する支援を行うことが困難な地域生活課題を把握したときは、当該地域生活

課題を抱える地域住民の心身の状況、その置かれている環境その他の事情を勘案し、支援関

係機関による支援の必要性を検討するよう努めるとともに、必要があると認めるときは、支

援関係機関に対し、当該地域生活課題の解決に資する支援を求めるよう努めなければならな

い。 

一 児童福祉法第６条の３第６項に規定する地域子育て支援拠点事業又は同法第 10 条の２に

規定する拠点において同条に規定する支援を行う事業 

二 母子保健法（昭和 40 年法律第 141 号）第 22 条第１項に規定する母子健康包括支援センタ

ーを経営する事業  

三 介護保険法第 115 条の 45 第２項第１号に掲げる事業［地域包括支援センターの総合相談］ 

四 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 77 条第１項第３号に掲

改正社会福祉法（平成30年 4月施行）抜粋 
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げる事業［障害者相談支援］ 

五 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 59 条第１号に掲げる事業［利用者支援

事業］ 

 

（包括的な支援体制の整備） 

第１０６条の３ 市町村は、次に掲げる事業の実施その他の各般の措置を通じ、地域住民等及

び支援関係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ、地域生活課題

の解決に資する支援が包括的に提供される体制を整備するよう努めるものとする。 

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援、地域住民等

が相互に交流を図ることができる拠点の整備、地域住民等に対する研修の実施その他の地域

住民等が地域福祉を推進するために必要な環境の整備に関する事業 

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、必要な情報の

提供及び助言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協力を求めることができる体制

の整備に関する事業 

三 生活困窮者自立支援法第２条第２項に規定する生活困窮者自立相談支援事業を行う者その

他の支援関係機関が、地域生活課題を解決するために、相互の有機的な連携の下、その解決

に資する支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関する事業 

２ 厚生労働大臣は、前項各号に掲げる事業に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必

要な指針を公表するものとする。 

 

（市町村地域福祉計画） 

第１０７条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める

計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取

り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 前条第１項各号に掲げる事業を実施する場合には、同項各号に掲げる事業に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、地

域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとす

る。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価を

行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更する

ものとする。 

 

（都道府県地域福祉支援計画） 

第１０８条 都道府県は、市町村地域福祉計画の達成に資するために、各市町村を通ずる広域

的な見地から、市町村の地域福祉の支援に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定め

る計画（以下「都道府県地域福祉支援計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取

り組むべき事項 

二 市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項 

三 社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する事項    
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四 福祉サービスの適切な利用の推進及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達のための基

盤整備に関する事項 

五 市町村による第百六条の三第一項各号に掲げる事業の実施の支援に関する事項 

２ 都道府県は、都道府県地域福祉支援計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらか

じめ、公聴会の開催等住民その他の者の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を

公表するよう努めるものとする。 

３ 都道府県は、定期的に、その策定した都道府県地域福祉支援計画について、調査、分析及

び評価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該都道府県地域福祉支援

計画を変更するものとする。 
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〇岡山県社会福祉協議会 

〇岡山県共同募金会 

〇美作大学 社会福祉学科 特任教授 小坂田 稔 

〇川崎医療福祉大学 医療福祉学科 講師 直島 克樹 

（敬称略、順不同） 

 

 

当 初 計 画 平成15年３月策定 計画期間：平成15年度～平成19年度 

改  訂   版 平成20年３月策定 計画期間：平成20年度～平成24年度 

第２次改訂版 平成25年３月策定 計画期間：平成25年度～令和元年度 

岡山県地域福祉支援計画のこれまでの策定状況 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岡山県地域福祉支援計画（第３次改訂版） 
 

岡山県保健福祉部保健福祉課 

〒700-8570 岡山市北区内山下２－４－６ 

ＴＥＬ ０８６－２２６－７３１７ 

ＦＡＸ ０８６－２３４－２４５６ 

Ｅ-mail hofuku@pref.okayama.lg.jp 

  

 


